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【事務連絡者氏名】 管理本部IR広報室長　根本　洋

【最寄りの連絡場所】 東京都港区西新橋一丁目14番１号

【電話番号】 03(3597)7215

【事務連絡者氏名】 管理本部IR広報室長　根本　洋

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

【発行予定期間】 この発行登録書による発行登録の効力発生予定日（平成27

年４月28日）から１年を経過する日（平成28年４月27日）

まで

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額

        ０円　(注)１

275,000,000円　(注)２

(注)１　新株予約権証券の発行価額の総額であります。

　　２　新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の

行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額で

あります。
 

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

以下に記載するもの以外については、有価証券を募集により取得させるに当たり、その都度「訂正発行登録書」又

は「発行登録追補書類」に記載します。

　

１ 【新規発行新株予約権証券】

(1) 【募集の条件】

発行数 未定　(注)１

発行価額の総額 ０円

発行価格 ０円

申込手数料 該当事項はありません。　(注)２

申込単位 該当事項はありません。　(注)２

申込期間 該当事項はありません。　(注)２

申込証拠金 該当事項はありません。　(注)２

申込取扱場所 該当事項はありません。　(注)２

割当日 未定　　　　　　　　　　(注)３

払込期日 該当事項はありません。　(注)２

払込取扱場所 該当事項はありません。　(注)２
 

(注) １　新株予約権の発行総数は、新株予約権の無償割当ての決議において当社取締役会が割当期日として定める日

（以下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社が

保有する当社普通株式を除きます。）を上限とします。割当期日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除きます。）１株につき１個の割合で新株予約権

を割当てるものとします。

２　新株予約権の無償割当てを行うため、申込手数料、申込単位、申込期間、申込証拠金、申込取扱場所、払込

期日及び払込取扱場所はありません。

３　新株予約権無償割当ての効力が生ずる日は、当社取締役会が別途定める日とします。

 

(2) 【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる株式の種類

東亞合成株式会社　普通株式
単元株式数は1,000株です。
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式です。

新株予約権の目的となる株式の数
新株予約権１個当たりの目的である株式の数は１株とし
ます。

新株予約権の行使時の払込金額
各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭と
し、新株予約権の行使に際して出資される財産の当社普
通株式１株当たりの価額は金１円とします。

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価額の総額

未定

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

未定

新株予約権の行使期間 未定　(注)１

新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取
扱場所

未定

新株予約権の行使の条件 未定　(注)２

自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件 未定　(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会
の承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 未定
 

(注) １　新株予約権の行使期間は、当社取締役会において別途定めるものとします。

２　新株予約権の行使の条件は、当社取締役会において別途定めるものとします（なお、「第３　その他の記載

事項」記載の例外事由該当者による権利行使は認められないとの行使条件を付すことがあります。）。

３　自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件は、「第３　その他の記載事項」記載のとおり、以下の要領に

て、当社取締役会において別途定めます。

(１)　当社は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反をしたことその他の一定の事由が生じることまたは

当社取締役会が別に定める日が到来することのいずれかを条件として、当社取締役会の決議に従い、新

株予約権の全部または例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する新株予約権についてのみを取得す

ることができる旨の取得条項を当社取締役会において付すことがあります。

(２)　上記(１)の取得条項を付す場合には、大規模買付行為に対する対抗措置としての効果やその対抗措置

としての相当性を勘案した取得条項とするものとします。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。　

 

２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

新株予約権は無償で発行されるものであり、新株予約権の発行自体による手取金は発生しません。新株予約権

の行使による払込みは、新株予約権者の判断によるため、新株予約権の行使による払込みの手取金の額は未定で

あります。

 

(2) 【手取金の使途】

未定

 

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 

第３ 【その他の記載事項】

当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について
　
１．基本方針について

(1) 基本方針の内容

当社は、当社の企業価値が、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業

理念に基づき、化学関連の事業を推進することにより、当社およびその子会社の株主・取引先・地域住民等のス

テークホルダーの皆様の利益・幸せを実現していくことにその淵源を有することに鑑み、特定の者またはグルー

プによる当社の総議決権の20％以上に相当する議決権を有する株式の取得により、このような当社の企業価値ま

たは株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務

および事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度にお

いて、当社の企業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、その基本

方針といたします。
　
(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みの一つとして、平成19年３月29日開催の当社第94回定時株主総会において、「当社株式の大規

模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」の導入について株主の皆様のご承認をいただきました。

その後、平成22年３月30日開催の当社第97回定時株主総会および平成25年３月28日開催の当社第100回定時株主総

会（以下「第100回定時株主総会」といいます）において、それぞれ所要の変更を行った上で、買収防衛策を継続

することについて、株主の皆様のご承認をいただいております（以下、継続された現在の買収防衛策を「本プラ

ン」といいます）。

　なお、当社は、特別委員会を設置し、特別委員会委員として、北村康央、佐藤勝、安田昌彦の３氏を選任して

おります。

　本プランの詳細につきましては、平成25年２月７日付の当社プレスリリース「当社株式の大規模買付行為に関
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する対応方針（買収防衛策）の一部変更および継続に関するお知らせ」をご参照ください。

　(当社ホームページ…http://www.toagosei.co.jp/)
　

 ① 本プランによる買収防衛策の継続の目的

本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のた

めの期間を確保することを求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切

に判断されること、当社取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を株主の皆様に対

して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本

方針に照らして不適切な者（具体的には、本プランに違反をした大規模買付者および濫用的買収者ならびにこ

れらの者と一定の関係にある者等）によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、

企業価値ないし株主共同の利益を確保・向上することを目的として買収防衛策を継続したものです。
　

 ② 本プランに基づく対抗措置の発動にかかる手続

　(イ) 対象となる大規模買付行為

次の(ⅰ)から(ⅲ)までのいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会があらかじめ承認をした行為を

除きます）またはその可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗

措置が発動される場合があります。

(ⅰ) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の

買付けその他の取得

(ⅱ) 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有

割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

(ⅲ) 上記(ⅰ)または(ⅱ)に掲げる各行為がなされたか否かにかかわらず、当社の特定株主グループが、当社

の他の株主（複数である場合を含みます。以下、本(ⅲ)において同じとします）との間で、当該他の株

主が当該特定株主グループに属する株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、また

は当該特定株主グループと当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者

が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為（ただし、当社が発行者である株券等につき当該特

定グループに属するすべての株主と当該他の株主との株券等保有割合の合計が20％以上となるような場

合に限ります）

　(ロ) 大規模買付者に対する情報提供の要求

大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、意向表明書および大規模買付情報を提供していただ

きます。

　(ハ) 大規模買付者との交渉等

取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社のすべての株券等の買付けが行われる

場合には、60日間、それ以外の場合には、90日間の期間を、取締役会評価期間として設定し、当社の企業価

値および株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買

付者との交渉を行うものとします。なお、当該取締役会評価期間は、必要な範囲内で最大30日間延長するこ

とができるものとします。

　(ニ) 特別委員会の勧告および取締役会の決議

特別委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、取締役会

がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内に当該違反が是正されない場合

には、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

　他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、取締役会に対し

て、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵守されている場合で

あっても、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定の事情を有していると認められ

る者である場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

　取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動または不発動その他必要な決議を

行うものとします。
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 ③ 本プランの特徴

　(イ) 基本方針の制定

本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する「基本方針」を制定した

上で、導入されたものです。

 (ロ) 特別委員会の設置

当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発

動する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会

の勧告を最大限尊重するものとしています。

　(ハ) 株主総会における本プランの承認

本プランの法的安定性を高めるため、本プランにつきましては、第100回定時株主総会において本プラン

の継続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいております。

　(ニ) 適時開示

取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、適時

かつ適切な開示を行います。

　(ホ) 本プランの有効期間

本プランの有効期間は、平成28年３月31日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、

当社の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるも

のとします。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上

の観点から、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。ただし、当社は、本プラン

の内容に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプラン

の導入に関する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の

皆様のご承認が得られることを条件に効力を生じるものとします。
　

 ④ 株主の皆様への影響

　(イ) 本プランの導入時に株主の皆様に与える影響

本プランの導入時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがいまして、本プランが本プラン導

入時に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

　(ロ) 新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響

取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議をした場合、基準日における最終の株主名簿に

記録された株主の皆様は、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となります。そし

て、当社が新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社によ

る新株予約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります。ただし、例外事由該当者

につきましては、その有する新株予約権が取得の対象とならないことがあります。
　
(3) 上記の取組みに対する取締役会の判断およびその判断にかかる理由

当社は、前記(2)①記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上という目的をもって

導入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、(ⅰ)第100回定時株主総会において本

プランの継続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいており、また、本プ

ランの内容に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプラン

の導入に関する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様

のご承認が得られることを条件に効力を生じるものとしている点において株主の皆様のご意思を重視しているこ

と、(ⅱ)対抗措置の発動に際しては、必要に応じて、取締役会から独立した第三者的立場にある専門家の意見を

取得できること、(ⅲ)独立性の高い特別委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず特別委

員会の勧告を経る仕組みとなっている上、特別委員会は更に独立した第三者的立場にある外部専門家の意見を取

得できること、(ⅳ)対抗措置の発動または不発動その他必要な決議に関する判断の際に拠るべき基準が設けられ

ていること等から、当社は、本プランは当社の企業価値ないし株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取

締役の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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第二部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。

　

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第102期(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)　平成27年３月30日関東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書

提出日以後本発行登録書提出日（平成27年４月20日）までの間において生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本発行登録書提出日現在に

おいてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。　

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

東亞合成株式会社　本店　　

（東京都港区西新橋一丁目14番１号）
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第三部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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